
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

基盤研究(C)（一般）

2015～2013

皆伐・利用間伐量の都道府県別積み上げによる国産材生産量予測モデルの開発

Developing harvest prediction model in a national scale by adding up prefectural 
final cutting and utilization thinning volumes

４０３０２５９１研究者番号：

廣嶋　卓也（HIROSHIMA, Takuya）

東京大学・農学生命科学研究科・講師

研究期間：

２５４５０２０７

平成 年 月 日現在２８   ４ １７

円     4,000,000

研究成果の概要（和文）：本研究では，都道府県別主伐量・間伐材利用量予測モデルを開発し，2020年に3,900万m3の
国産材生産目標を達成する条件を考察した。目標達成には，2020年に主伐量を2012年比で1.4～1.9倍，間伐材利用量を
1.9～2.7倍にする必要がある。結果として，2020年に主伐量を2012年比で1.6倍とするには短伐期化が有効で，そのた
めに人工林齢級配置のピーク付近（55～65年生）を集中的に伐採すればよいと考えられた。また2020年に搬出間伐量を
2012年比で2倍にするには，各県の間伐面積を2012年比で1.02～1.88倍，間伐材搬出率を28%～70%とする必要があるこ
とが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We developed harvest prediction model in a national scale by adding up 
prefectural final cutting and utilization thinning volumes and discussed the possibility of achieving 
domestic timber supply goal of 3.9 million m3 in the year 2020. To achieve the goal, it is required to 
fulfill 1.4-1.9 times of final cutting volume and 1.9-2.7 times of utilization thinning volume compared 
with those volumes in 2012. As a result, to increase final cutting volume in 2020 1.6 times from that in 
2012, it is considered effective to shorten the final cutting rotation age by -5% in every 5 years by 
harvesting around the peak of age distribution (55-65 years old) of current planted forests intensively. 
Furthermore, to increase utilization thinning volume in 2020 2.0 times from that in 2012, it is required 
to fulfill 1.02-1.88 times of thinning area compared with that in 2012 and 28-70% of extraction ratio of 
thinned trees in overall prefectures.

研究分野：森林計画
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１．研究開始当初の背景 
2011 年 7 月に公表された新たな「森林・
林業基本計画」は，「森林・林業再生プラン」
を反映して国産材の供給力を強化すべく，
2020 年における木材自給率 50％を目標とし
て掲げた 1)。「森林・林業基本計画」は，2020
年における木材需要量を 7,800 万 m3と見込
んでいるため，木材自給率 50％とは 3,900
万m3の素材生産を意味する。 
この 3,900 万 m3には，需要の側面から製
材用，パルプ・チップ用，合板用，その他と
いった用途別の内訳が示されており，2011
年の国産材供給量・約 1,900 万 m3と 2)比べ
ると，2020年までに，製材用材で 700万m3

増，パルプ・チップ用材で 1,000 万 m3増，
合板用材で 300万 m3増が見込まれている。
このことから 3,900 万 m3の目標達成には，
製材とパルプ・チップに供する素材供給を増
やすことが肝要となる。一方，3,900 万 m3

には，供給の側面から主伐・間伐別の内訳は
示されていない。しかし 2013年に改定され
た「全国森林計画」前半 15 年間の伐採立木
材積の比が主伐：間伐でおよそ 2:3と見込ま
れている 3)ことや，現状で推定 2,000 万 m3

の間伐材が，収集・運搬コストの制約から，
未利用のまま林地に残されていること 4)から，
とくに利用間伐量を増やすことが肝要とな
ろう。これら需要・供給の両側面から判断す
るに, 3,900万m3の目標達成には，製材用に
供しうる，並以上の品質の間伐材，さらには
パルプ・チップ用に供する低品質もしくはこ
れまで未利用であった小径間伐材の利用拡
大を図ることが肝要と考えられる。 
より具体的な目標値を見出すべく，全国森
林計画の伐採立木材積の内訳に対して，素材
もしくは燃料材を考慮した利用率を主伐材
60%，間伐材 80%とし，間伐材の搬出率を 40
～70%とすれば，この伐採立木材積における
素材生産量（伐り捨て間伐材を除く）の比率
は主伐材：間伐材で 0.61 : 0.39～0.47：0.53
となり，この比率を先の 3,900 万 m3にあて
はめると，主伐材：間伐材＝2,370：1,530～
1,832：2,068（万 m3）となり，これは現状
の生産量と比して主伐材を 1.4～1.9倍，間伐
材を 1.9～2.7 倍に増産する必要があること
を意味する。 

 
２．研究の目的 
本研究では，全国の民有林を対象として，
都道府県別に間伐材利用量を予測するモデ
ルを開発し，既往の都道府県別 皆伐量予測
モデルとあわせて，国レベルでの国産材生産
量予測のシミュレーションを行い，2020 年
に 3,900 万 m3の国産材生産を達成する戦略
を考察した。 
より具体的には，シミュレーションを通
じて，2020年に主伐材を 2012年比で 1.5
倍程度，間伐材利用量を 2012 年比で 2 倍
程度とする条件を検討し，さらにそれら条
件を達成する上で重要な県がどこであるの

かを検討した。 
 
３．研究の方法 
（1）資料 
 47 都道府県の民有林を対象に，県レベルの
間伐に関する，補助事業資料およびホームペ
ージ公表資料を収集し，間伐面積および材積
を，県別，年度別（最長 2003－2012 年度の
10 年間），伐り捨て・搬出別に集計した。 
資料収集の方法について，2014 年 1月から
9 月にかけて，各県のホームページにて間伐
資料を扱う部署を把握した上で，まずはホー
ムページで公開されている間伐情報を収集
した。ホームページから必要な情報が得られ
なかった県については，上記部署へ問い合わ
せ，間伐情報を収集した。こうして 2010－
2012 年度の間伐面積および搬出間伐の情報
が入手できた県は計 26 府県，2010－2012 年
度の間伐面積のみ情報が入手できた県は計
15 都道県，これら情報が入手できなかった県
は 6県であった。 
（2）方法 
本研究のモデルは，主伐モデルと間伐モデ
ルの 2つからなり，前者は齢級別主伐伐採確
率をベースとし齢級別森林面積に確率を乗
じて伐採面積を予測するのに対し，後者は齢
級別間伐面積を直接予測する。いずれのモデ
ルも都道府県別にデータの入力・計算結果の
出力を行い，最終的に両者の計算結果を合計
して，全国の素材生産量を求めた。 
 主伐モデルについては，伐採性向の地域差
を加味して都道府県別に伐採確率（減反率）
を推定し，伐採量を算定することを可能とし
た，既往モデルを用いた 5),6)。そして 2001～
2020 年時の，主伐面積を予測するシミュレー
ションを，以下の 3つのシナリオに従い行っ
た。 
①すう勢：2001 年以前の伐採齢平均・標準偏
差を維持 
②短伐期化かつ伐採林齢の集約化：伐採齢平
均・標準偏差を 5年ごとに 5%ずつ減少 
③長伐期化かつ伐採林齢の分散化：伐採齢平
均・標準偏差を 5年ごとに 5%ずつ増加 
 間伐モデルについては，県別の齢級別間伐
面積を得るために，上記，詳細な間伐データ
の得られた 26 道府県における 2008-2012 年
の齢級別間伐面積をクラスター分析で 14 グ
ループに分類し，さらに判別分析（説明変
数：近年の年平均間伐面積，2012 年素材生産
量）で他の21都県の所属グループを判定し，
各都県に各グループの平均齢級別間伐面積
を与えた。こうして 47 都道府県の齢級別間
伐面積を得た。つぎにスギ・ヒノキ・カラマ
ツについて，地域別，地位別（1-3），Ry0.85，
30%，下層なる副林木収穫表をLYCSで生成し，
マツ，その他針，広葉樹は便宜的に林野庁提
供による県別収穫表の主副合計材積の 20%の
値を副林木収穫表と見なした。こうして 47
都道府県別に6樹種の副林木収穫表を作成し
た。最後に各県の 6樹種別の民有人工林面積
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